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当メールニュースではイベントのお知らせや公募情報等、 

産学連携に関する情報をお流しいたします。 

会員の皆様への情報の配信をご希望の方は、news@j-sip.org 

産学連携学会事務局（j-sangaku@j-sip.org) までお寄せください。 

バックナンバー：http://j-sip.org/mail_news.htm 

 

 

[[[[ ヘッドライン ]]]] 

――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

第 15 回大会の各セッションの座長により、それぞれの講演の要点やセッ 

ションのまとめを作成していただきました。会員の皆様に「座長報告」と 

してお届け致します。 

 

産学連携学会第 15 回大会 

一般講演、オーガナイズドセッション、座長報告(7) 

 

－人材育成３－                      座長 李 鎔璟／山口大学 

－知的財産１－                   座長 山口佳和／千葉工業大学  

 

――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

人材育成３ 

                          座長 李 鎔璟／山口大学 

6 月 16 日(金)第 2 日目 D 会場(14：15～15：15) 

  

 「人材育成３」のセッションでは、以下の４件の発表があった。 

 静岡大学の鈴木康之氏は、文部科学省認定の職業実践力育成プログラム 



(以下「BP」)における厚生労働省の「教育訓練給付金（専門実践教育訓練・ 

職業実践力育成プログラム）」の活用効果ついて発表した。BP の社会人学 

生にとって教育訓練給付金制度を利用することは学費の負担減となり入学の 

後押しにもなるなどその有効性が示され、一方で受け入れ側である大学の事 

務職員の負担が多いことが課題として挙げられた。 

 宇都宮大学の林宇一氏は、農林水産省による「緑の雇用担い手育成対策事 

業」（以下「緑の雇用」）により育成された人材の林業への定着動向につい 

て分析報告した。林業の新規就業者の離職傾向と定着動向は事業体や入職年 

齢、入職経路等によって差があることが示された。また地域経済において重 

要な雇用の受け皿の一つである林業への就業と定着のためには人材育成もさ 

ることながら賃金の低さや労災の発生しやすさといった雇用条件の整備改善 

が先決であるとの見解を示した。 

 山形大学の田口英生氏らは、小規模事業者が取り組む工程改善においてイ 

ノベーション創出思考法を取り入れた産学公連携の試行モデルについて報告 

した。小規模事業者に対して産学公連携は利益向上につながるという動機付 

けを明確にしたうえで、コーディネータが直接製造現場へ足を運び現場で一 

緒になって気づきや課題の抽出を行い事業者自らが自社の製造工程のあるべ 

き姿を再確認することで産学公連携による課題改善へと繋げており、本モデ 

ルが価値を共創する手法であると同時に産学公連携の支援人材の育成にも効 

果的であるとの見解を示した。 

 福知山公立大学の杉岡秀紀氏は、公立大学ならではの地域協働型の実践教 

育事例について紹介した。具体的には、福知山公立大学においては全教員、 

全学生が週 1 回地域に出かけ調査研究やフィールドワークを行う日が設定さ 

れ、まとまった時間地域に直接入ることができる特徴的な実践教育を行って 

いる。実際に地域に入るためには最低限の情報収集と基礎知識（座学）が必 

要であり、またフィールドワーク後の振り返りも重要であることなどを踏ま 

え新たに再整理した実践教育を展開していることにも触れた。 

 いずれの発表も、実践的な人材育成と教育の現場における産学公連携の観 

点を含んだ取り組みであり、今後のさらなる展開が期待される。 

 

------------------------------------------------------------------- 

 

知的財産１                         山口佳和／千葉工業大学 

6 月 16 日(金)第 2 日目 E 会場(13：00～14：00) 

 

 「知的財産１」セッションでは４件の発表があった。経済産業省の小出は､ 



日本版バイ・ドール制度が企業に与える効果について報告した。同制度の創 

設前の経済産業省が保有していた特許の活用状況と、創設後の NEDO の研究開 

発プロジェクトに参加した企業が保有している特許の企業のヒアリング調査 

に基づく活用状況とを比較した結果、活用割合が高くなっていることを明ら 

かにした。鳥取大学の三須は、同大学が運用している特許予算管理システム 

の機能追加を行ったことを報告した。特許の実施許諾収入の情報と、共同研 

究費、受託研究費、科研費などの学外研究資金における特許の活用状況の情 

報を、同システムに追加して管理することができるようになったことを説明 

した。会津大学の石橋は、特許の保有件数や許諾件数と共同研究や受託研究 

との関係について、同大学を事例として考察した結果を報告した。ソフトウ 

ェア、デバイス、シミュレーションのグループと、信号処理、通信ネットワ 

ーク、画像処理、セキュリティ、その他のグループとでは、そうした関係に 

違いがあることを明らかにした。産業技術総合研究所の飯泉は、同研究所の 

ロボット関連特許の用途特定と実施許諾状況について報告した。用途の中で 

製造関連が多数占めていること、再編前後でライセンス割合が上昇したが平 

均ライセンス件数が低下したこと、ライセンス特許に占める特定用途特許の 

割合はロボット特許全体に占める割合よりも低いことを明らかにした。それ 

ぞれの報告に続いて活発な討議が行われた。いずれも産学連携の発展にとっ 

て有益な情報を与えるものであり、さらなる研究の発展を期待する。 

 

------------------------------------------------------------------- 

                                以上 


